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Ⅰ筑波大学の概要

○ 学群の数 ９ 学群

○ 大学院研究科の数 ７ 研究科

○ 教 員 数（2008.5.1現在） 1,607 人
○ 会計担当職員数 約 120 人
○ 科学研究費補助金の採択状況

（2008.5.1現在） 886 件
約 25 億円

○ 大学の敷地面積（つくば地区） 258 ｈａ
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東京ドーム
約５５個分

★ 人文・社会科学から自然科学、体育、芸術、医学に至るまで幅広い分野
を有する総合大学

★ 広大な敷地（学外者も自由に出入り）に教育研究組織が分散
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Ⅱ不正防止に係る取組事例と今後の課題

１．実施方針の策定等について

文部科学省の公的研究費のガイドラインの検討と平行して、
財務部で検討を開始（2006年９月）

『公的研究費の管理・監査体制検討委員会』の設置（2006年12月）
①物品購入の発注から納品検査までの業務のあり方
②研究費による非常勤雇用者の勤務状況の確認
③研究者の出張計画の実行状況等の把握
④納品検収実施体制等に関する検討会（wＧ）を設置、検討

『研究費の適正な運営・監査体制の整備』を決定（2007年3月）
①教員発注の制度化
②物品検収センターの設置・集約化
③旅費謝金等の管理体制の整備
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『国立大学法人筑波大学における教育研究の管理・監査の実施方針』
を決定（2007年5月）
上記実施方針の『実行計画』を決定（2007年5月）

『会計ルールハンドブック』の発行・配布（2007年９月）
事務職員に対する研修（コンプライアンス等）の実施（2007年9月～10月）
（新人職員研修、主任級研修、係長研修）

『不正防止計画推進部署（教育研究費管理推進委員会）』の設置
（2007年10月）

『筑波大学における教育研究費の管理運用に関する行動規範』の決定
（2007年10月）

『ガイドラインを踏まえた定期監査の実施』（2007年11月）
『会計ルールリーフレット』の発行・配布（2008年1月）
『会計業務マニュアル』の発行・配布（2008年3月）
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「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」と
筑波大学の取組

ガイドラインの概要（１９年２月１５日決定）

第１節 機関内の責任体系の明確化
競争的資金等の管理に係る機関内での各レベルの責任者

の明確化

第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備
機関内のルールの明確化・統一化、職務権限の明確化、公

正で効率的な研究遂行のための研究者及び事務職員の意識向
上、調査及び懲戒の明確かつ透明な運用

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画
の 策定・実施
機関内での不正を発生させる要因の把握、不正防止計画の
策定及び計画の責任ある実施

第４節 研究費の適正な運営・管理活動
業者との癒着の防止、予算執行のチェック体制の構築など、
不正防止計画を踏まえた具体的な活動

第５節 情報の伝達を確保する体制の確立
競争的資金等の使用ルールに関する機関内外からの相談

窓口や、機関内外からの通報（告発）の受付窓口の整備、ルー
ルに関する職員の理解度調査、組織内の情報伝達システムの
整備

第６節 モニタリングの在り方
実効性のあるモニタリング体制

筑波大学の取組

第１節 機関内の責任体系の明確化

・学長のリーダーシップの下で、教育研究費全
般に係る管理・監査のための「実施方針」を制定

（ホームページで公表）

第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

・財務会計システム「ＦＡＩＲ」の構築
・会計ルールのハンドブックの作成

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止
計画の策定・実施

・学内に「検収所」を設置

・「教育研究費管理推進委員会」の設置

第４節 研究費の適正な運営・管理活動

・教育研究費の立替制度の充実

第５節 情報の伝達を確保する体制の確立
・経費使用に関する相談窓口、不正使用に関する

通報窓口の設置

第６節 モニタリングの在り方
・学長直轄の「監査室」の設置

4



２．納品検収体制の整備
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納品検収所

教 員

納品事実の確認

納品の検査

（納品書と現物の確認）

（品質、数量、性能等の確認）

納品検収所を通らない
ものは、本学の納品と
は認められない。

○納品手続きの基本的フローを学内で統一

納品書に日付と
サイン
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本部地区納品検収所医学地区納品検収所

筑 波 大 学 の 全 景北

南
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検収所を２箇所設置するとともに、
各研究科でも検収窓口を設置



発注から納品検収の基本的なフロー

【発注権限】
１品５０万円未満で１
契約の合計が１００万
円未満の契約

⑦ 支払手続き

支援室等教 員

③ 納品事実の確認

納品検収所
納品業者

① 発 注 ④ 納品検査

納品書

確認印
日 付
サイン

納品書

⑤ 送付

請求書

納品書

確認印
日 付
サイン

② 納品

納品書

確認印

⑥送付

請求書

納品書

確認印
日 付
サイン
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納品検収所の今後の課題

2．検収所で債務計上から支払いまでの実施

1．各研究科の検収窓口を検収所へ集約化

１９年度の取扱件数の評価と集約化の最終決定

教員発注分における財務会計システムへの入力
試行及び債務計上の試行

8

筑波大学
University of Tsukuba



３．会計ルールハンドブック、リーフレット及び業務
マニュアルの作成・ 配布
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会計ルールの解説

教員向け

事務職員向け

会計ルールハンドブック、
リーフレット

会計業務マニュアル
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（1） 会計ルールハンドブック、リーフレットのポイント

視 点

「教員は規則を
見ない」

ハンドブックの
ポイント

リーフレットの
ポイント

「解り易く使い
勝手が良い」

会計上のルール
や守るべき事柄
を簡潔に明記

本当に守らなけれ
ばならないルール
の厳選

36ページの冊
子を電子媒体で
配布

表裏2面、本棚に
並べたり机の脇に
かけられるよう、
光沢のある厚紙を
使用
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会計ルールハンドブック内容例示
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リーフレットの内容
筑波大学

University of Tsukuba



（2）会計業務マニュアルのポイント

○ 491ページの詳細な事務担当者向けのマニュア
ル

○規則化していないが統一的に取扱う必要があ

る事項をマニュアル化することにより、業務
を標準化

○業務上のチェックや事務引継用として活用
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1.教員などの現場の意見を反映した改訂
Ｑ＆Ａを作成し中身の充実

会計ハンドブック、リーフレット
業務マニュアルの今後の課題

2.業務の標準化
より分かり易い内容をめざす

3.会計担当者と現場教員との一層のコミ
ュニケーション

会計担当者の資質の向上
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管理・監査のガイドライン等の不正防止対策管理・監査のガイドライン等の不正防止対策

ネガティブな見方・・・ネガティブな見方・・・ 規制の強化、責任の追及規制の強化、責任の追及

ポジティブな見方・・・ポジティブな見方・・・ 実質的な責任のあり方、実効的な運用の考案実質的な責任のあり方、実効的な運用の考案

「２つの機会」の提供「２つの機会」の提供

１１ 機関管理のあり方について考える機会の提供機関管理のあり方について考える機会の提供

２２ 異なる視点から会計業務を見直す機会の提供異なる視点から会計業務を見直す機会の提供

会計業務に対する姿勢を見直す機会の提供会計業務に対する姿勢を見直す機会の提供

ⅢⅢ 国の不正防止対策がもたらす効果国の不正防止対策がもたらす効果

筑波大学
University of Tsukuba



（１）組織間連携の重要性の再認識（１）組織間連携の重要性の再認識

・・ 不正防止対策は「教育」「研究」の業務に共通不正防止対策は「教育」「研究」の業務に共通

・・ ボトムアップでは不正防止に対応できないボトムアップでは不正防止に対応できない

・・ 不正防止には組織間での「連携」が不可欠不正防止には組織間での「連携」が不可欠

（２）実効性の再認識（２）実効性の再認識

・・ 説明責任を担保する取組説明責任を担保する取組

・・ 財務関係規則の改正だけでは浸透しない財務関係規則の改正だけでは浸透しない

・・ 規制の強化では、学内の活力が生まれない規制の強化では、学内の活力が生まれない
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１１．．機関管理のあり方について考える機会の提供機関管理のあり方について考える機会の提供

◎不正防止計画推進部署を２部門構成に
・計画策定部門（教育研究費管理推進委員会）
・実施部門（財務部、学務部、研究事業部、総務部）

筑波大学
University of Tsukuba



不正防止対策への取組体制（イメージ）不正防止対策への取組体制（イメージ）

【【教育研究費管理推進委員会教育研究費管理推進委員会】】

（計画立案部門）（計画立案部門）

ActionAction PlanPlan

CheckCheck DoDo

【【関係各部関係各部】】

（実施部門）（実施部門）

内部監査結果
支援室の要望

等

政策動向

不
正
防
止
計
画
推
進
部
署
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『不正防止』のＰＤＣＡサイクルの確立が課題
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教員の立場

・教育研究で多忙

・会計用語が分からない

・会計ルールがよく分からない

会計職員の立場

・迅速な会計処理が基本

・処理はルールで決まっている

・先生が分かってくれない

ガイドライン等の不正防止対策の導入

教員発注の制度化（＝先生が会計職員に）

先生も分かるルールの解説「ハンドブック」が必要先生も分かるルールの解説「ハンドブック」が必要

会計ルール
のエッセンス
を煎じ詰める
努力

…それでも先生は見ない

「ハンドブック」をさらに凝縮「ハンドブック」をさらに凝縮

した「リーフレット」が必要した「リーフレット」が必要

会計ルールをメッ
セージとして伝え
る努力
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２２.. 異なる視点から会計業務を見直す機会の提供異なる視点から会計業務を見直す機会の提供
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会計業務に対する姿勢を見直す機会の提供会計業務に対する姿勢を見直す機会の提供

１１ 相手の立場に立って取り組む相手の立場に立って取り組む

・・ 国からの外部資金すべてについて立替制度を導入国からの外部資金すべてについて立替制度を導入

・・ 予算管理の予算管理の『『見える見える』』化化

２２ 相手に分かってもらうように取り組む相手に分かってもらうように取り組む

・・ 教員に分かってもらう教員に分かってもらう ・・・・・・・・・・・・・・ ハンドブック、リーフレットの作成ハンドブック、リーフレットの作成

・・ 会計職員に分かってもらう会計職員に分かってもらう ・・・・・・ 業務業務マニュアルの作成マニュアルの作成

３３ 業務の簡素・合理化につながるように取り組む業務の簡素・合理化につながるように取り組む

・・ 立替の承認手続を財務会計システムに組み込み立替の承認手続を財務会計システムに組み込み
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◎実効性の追求が今後の課題
・システム化よる不正防止の検討
・『業務改善・合理化』と『不正防止』の両立

財
務
制
度
企
画
室
の
新
設
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≪本件の問合わせ先≫

筑波大学 財務部 財務制度企画室

０２９-８５３-２１３８
２１３６

Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
zai.sdkikakusitu@sec.tsukuba.ac.jp

筑波大学
University of Tsukuba
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